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NEDOとは

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）は、エネル
ギー・地球環境問題の解決や日本の産業技術力の強化のため、委託事業や補助
金などにより技術開発を支援する政府の機関です。

NEDOの目的は、民間企業の能力を活用して技術開発の成果を事業化・社会
実装まで導くことです。そのために、NEDOは内外の情勢を観察して社会が求
める技術を見出し、事業化につながるビジネスモデルの構築や経営戦略の策定
まで、幅広くサポートしています。また、技術開発の現場と日頃から交流するこ
とで産学官の連携を促します。
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NEDOの事業領域

【エネルギー・地球環境問題の解決】

・水素・アンモニア 

燃料電池・水素、燃料アンモニア

・再生可能エネルギー 

太陽光発電、風力発電、バイオマス燃

料開発、 地熱発電・再生可能エネル

ギー熱利用、電力ネットワーク

・サーキュラーエコノミー 

カーボンリサイクル、次世代火力発電、

3R、温暖化対策（フロン）

4

【産業技術力の強化】

・半導体・情報インフラ 

・AI・ロボット 

AI、ロボット、量子 

・バイオ・材料 

バイオものづくり、材料・製造 

・自動車・蓄電池 

・航空・宇宙



さまざまな基金事業

・ムーンショット型研究開発事業

・ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業

・グリーンイノベーション基金事業

・経済安全保障重要技術育成プログラム

・バイオものづくり革命推進事業

・ディープテック・スタートアップ支援事業

・特定半導体基金事業

・安定供給確保支援基金事業
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野心的かつ具体的な目標など、長期間で研究開発から社会実

装を支援します。



２．研究開発の動向

（１） 水素、アンモニア

（２） ドローン、AI、蓄電池、情報

（３） バイオ
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第2回 産業構造審議会 グリーンイノベーションプロジェクト部会 資料2（経済産業省、2021年3月4日）より引用、加筆
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/pdf/002_02_00.pdf

NEDO事業の
主なターゲット

（参考）Technology Readiness Level(TRL）
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（１）水素・アンモニア
グリーンイノベーション基金事業（１／２）

【WG2：エネルギー構造転換分野】

【WG1：グリーン電力の普及促進等分野】

1,235億円 648億円

3,245億円 721.5億円 4,499億円

1,540.3億円

712.7億円

1,684.9億円 566.4億円 402.7億円

廃棄物・資源循環分野における
カーボンニュートラル実現

445億円

⚫支援対象は、「グリーン成長戦略」の実行計画策定重点分野又は「GX 実現に向けた基本方針」

により今後の道行きが示されている主要分野。これまでに20のプロジェクトに対して、2兆

7,564億円のうち約2.4兆円を配分。公募により実施者を選定し、順次、研究開発を推進。

★水素、アンモニア
の製造・利用等

★★★★

★
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（１）水素・アンモニア
グリーンイノベーション基金事業（２／２）

1,510億円 420億円 1,148.1億円

516.8億円

1,901.2億円

393.4億円 159.2億円 1,790.1億円

バイオものづくり技術による
CO2を直接原料とした
カーボンリサイクルの推進

【WG3：産業構造転換分野】

325.1億円

製造分野における
熱プロセスの脱炭素化

：研究開発を開始したプロジェクト
（2025年5月時点）

金額：プロジェクトの予算上限額

★★

★



（２）ドローン、AI、蓄電池、情報
Kプロ：長距離物資輸送用無人航空機技術の開発・実証
ハイブリッドVTOL機の技術開発と実証

事業期間（予定）

事業規模など

 多くの島しょ部や広い領土・領海を有する日本において、物流分野での省人化・効率化のため、物資輸送ニーズを十分に満たす

飛行距離とペイロード（積載重量）を両立した無人航空機が必要とされている。

 30～50kg程度の物資を最大1000km程度輸送できる、垂直離着陸可能な無人航空機の実現に向け、水素、持続可能な

航空燃料（SAF）といった代替燃料で運用可能なハイブリッド動力システム、高出力モーター、軽量構造技術などの要素技術

を開発し、それらを統合した試験機で評価試験を行う。

 離島間や洋上インフラへの物資輸送などの場面で無人航空機が活躍する社会の実現を目指す。

株式会社コントレイルズ、学校法人金沢工業大学、株式会社ザクティ、株式会社ジェイテ
クト、学校法人静岡理工科大学、株式会社ナイルワークス、ヤマハ発動機株式会社

実施体制

事業の目的・概要

※太字：幹事企業

2024年度～2028年度（5年間）

 事業規模  ： 50億円

 契約形態 ： 委託事業

事業イメージ （全体像）

 機体構想および基本設計・詳細設計

 重要要素技術の開発

・代替燃料で運用可能なハイブリッド動力シ

ステム

・高出力モーター

・軽量構造技術

 要素技術の統合および試験機の評価試験

主な研究開発内容

出典：株式会社コントレイルズ 10



 関係省庁などとの協議

ミッションの設定、目標スペックの決定、ハードウエアの

研究開発項目の決定

 国内外先端技術の調査

国内外の小型無人機製品や研究開発の動向調査

（２）ドローン、AI、蓄電池、情報
Kプロ：小型無人機の自律制御・分散制御技術（研究開発項目（1））
自律制御・分散制御技術に係るハードウェアに関するフィジビリティスタディーの研究開発

 被災地などでの対応に小型無人機の活用が進みつつある中、複数の小型無人機が情報収集や救援支援などの任務を自律的

に遂行することが求められている。

 本事業では、自律制御・分散制御に係るソフトウエアを実装する小型無人機のハードウエアなどの開発に向けたフィジビリティスタ

ディーを行う。民生・公的利用ニーズを満たすため、最低限、既存と同等レベルの機体サイズと飛行時間を確保できる機体設計

とする。

株式会社ACSL

実施体制

事業の目的・概要

事業期間（予定）

2024年度（1年間）

事業規模など
 事業規模  ： 1億円

 契約形態 ： 委託事業

事業イメージ （全体像）

主な研究開発内容

出典：株式会社ACSL

機体間通信

AI 通信 セ
ンシ
ン
グ

• 従来の無人航空機で
は自律飛行が難しい
環境でも可能

• 飛行経路内の障害を
全方位検知し、自律
的に障害物を回避す
る飛行経路を生成し
飛行

• エッジ処理と機体間通信
による群飛行制御

• 群内の小型無人機が協調
して自律的にタスクを実
行

• 設定されたミッションを
達成できる機器（カメラ、
等）を搭載

• 自律制御・分散制御のソ
フトウェアを搭載

2024年度 2029年度2025年度

非GPS環境で障害物を回避し自律飛行

する技術およびユースケースの調査

群飛行のための

機体間通信技術の調査

ユースケースに応じたミッション

の特定と適したハードウェアの調査

フィジビリティ
スタディー

機体開発（初期型）
機体開発（完全な自律制御・分散
制御技術の実装、ミッション対応型）

調査対象の例
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（２）ドローン、AI、蓄電池、情報
次世代空モビリティの社会実装に向けた実現プロジェクト（ReAMoプロジェクト）の一例

• 太陽光発電施設内の銅線盗難などに対するドローン警備の有用性評価がテーマ。
• 3拠点へのドローンポートの配置、ドローンのサーマルカメラを用いた人物検知を行
う環境を整えることで、夜間・遠隔地からのドローン多数機同時運航を実現し、ド
ローンによる夜間警備の有効性を確認。



事業期間2021～2024年度 予算3.5億円 東京大学 産業技術総合研究所

◼ 有人地帯での防災、警備等においてAI 及びXR 技術を活用することにより、ドローンを
活用した「空のアバター」を実現し、ドローンの社会実装加速を目指す。

◼ 複数台のドローンを自律分散飛行させ、搭載するマルチセンサ情報を遅延なく高速に
操作者に伝送・提示。

◼ クラウド上のデジタルツイン（シミュレーション環境）上のAI が人の状態を推定すると
ともに、予測検知した異常等の情報を高度な没入型XR 技術で操作者に伝える技術を開発。

防災、警備といった危険性・緊急性を有する現場状況を遠隔から把握する

革新的ドローンリモート基盤技術の開発

消防向け
紹介ビデオ
※YouTubeに

接続されます。

警備応用
紹介ビデオ
※YouTubeに

接続されます。

お問い合わせ先：project-remote@nedo.go.jp

（２）ドローン、AI、蓄電池、情報
AI・XR活用による空のアバターを実現する「革新的ドローンリモート技術」
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https://www.youtube.com/watch?v=1cmW3AsunDI
https://www.youtube.com/watch?v=9K0bnE13gGg


東京大学 産業技術総合研究所

複数台自律分散フォーメーション飛行

AIによる要救助者等の高精度状態推定

センサ取得情報によるデジタルツイン環境構築

•機体間通信による相互位置情報の共有

•一定の距離を保ち衝突しない飛行

•事前のルート設定なしに目標地点まで
飛行

•任意の一台を遠隔操縦し複数台が追従

•人物職業（警察官、消防士など）推定ＡＩ、人物行動（安全、

避難、要救助など）推定ＡＩを構成

•安全、避難中、助けを求めている、緊急などの被災者状況推定

•LiDAR点群情報、全方位カメラ映

像を5G通信によってクラウドに

伝送

•高速で現場の3次元環境「デジタ

ルツイン」を構築

•一人称視点、三人称視点を切り替

えながらの遠隔現場調査を実現

•一人称視野拡張によるドローンか

らの360度視野による調査

•状態推定ＡＩ による要救助者

（SOS）、煙（Smoke）などの

状態提示

災害対応への将来性
・火災進行予測

・防災研究

・隊員の訓練•教育
など

広範な適用可能性
・重要施設の警備•巡視

・施設の点検

・判断の自動化
など

（２）ドローン、AI、蓄電池、情報
（続き） AI・XR活用による空のアバターを実現する「革新的ドローンリモート技術」

14
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（２）ドローン、AI、蓄電池、情報
土木建設機械の遠隔土木建設機械の遠隔操縦/自動操縦

【１】土木建設機械の遠隔操縦

災害現場など危険な作業に遠隔操縦必要
しかし自動化建機の新規入手は困難

↓
既存の建機に自動操縦ロボット装着
”レトロフィット”

↓
災害復興加速（次ページ参照）

【２】土木建設機械の自動操縦

作業担い手の人材不足 自動化必要
↓

レトロフィットロボット＋ＡＩ
による自動操縦
NEDOインテグレートProj※で研究開発

↓
土木建設中⼩事業者の現場に提供
→ 土木建設業界全体の活性化

従来の既存機に 装着・適用

レトロフィットロボット＋ＡＩ搭載により自動操縦可能なダンプトラック

※ NEDO委託研究開発事業2018～2022年度 ： 次世代人工知能・ロボットの
中核となるインテグレート技術開発/人工知能技術の社会実装に向けた研究開発・
実証/ロボット技術と人工知能を活用した地方中⼩建設現場の土砂運搬の自動化に
関する研究開発 ＜以下 NEDOインテグレートProj＞

実施体制：国立大学法人東北大学、株式会社佐藤工務店、学校法人千葉工業大学
コーワテック株式会社、三洋テクニックス株式会社

総予算 ：1.8億円

お問合せ ： project_p18002@nedo.go.jp

レトロフィットロボット装着
により無人遠隔操縦可能な
バックホウ(パワーショベル)
(NEODOインテグレートProj※実施者
コーワテック(株)の事業）

https://kowatech.co.jp/products/sam/
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（続き）レトロフィットロボット装着のバックホウ(パワーショベル)

【参考】 NEDOインテグレートProj※の実施者コーワテック(株)の事業
災害現場など危険な環境で使用可能な無人遠隔操縦のバックホウ(パワーショベル)を
レトロフィットロボットで実現。様々な災害復興現場で導入実績あり。

コクピットに
ロボットを装着し
無人で遠隔操縦

福島原発での廃棄物処理
<https://www.konoike.co.jp/solution/

b6900784f8f68015c42a4a381e9c34dcb
900ea5b.pdf> 

土砂災害復旧工事
<https://www.kajima.co.jp/tech/c_ict

/automation/index.html#body_14> 

福島県放射線高線量地域での
中間貯蔵施設のための工事

<https://www.kajima.co.jp/tech/c_ict/
automation/index.html#body_02> 

出典：コーワテック(株) https://kowatech.co.jp/products/sam/

◎NEDOインテグレートProjの成果を引き継ぎ、
ＡＩによる自動操縦技術をバックホウにも導入すべく
研究開発進行中★

★「レトロフィット技術を利用したバックホウ作業の遠隔化と自動化」, SI2024, 2C2-15, 
鈴木 裕太、黒崎吉隆、⼩島 匠太郎、Ranulfo Bezerra、⼩松 智広、浅野 公隆、里見 知昭、
高橋 弘、田所 諭、大野 和則 SI2024 優秀講演表彰受賞

https://www.konoike.co.jp/solution/b6900784f8f68015c42a4a381e9c34dcb900ea5b.pdf
https://www.konoike.co.jp/solution/b6900784f8f68015c42a4a381e9c34dcb900ea5b.pdf
https://www.konoike.co.jp/solution/b6900784f8f68015c42a4a381e9c34dcb900ea5b.pdf
https://www.kajima.co.jp/tech/c_ict/automation/index.html#body_14
https://www.kajima.co.jp/tech/c_ict/automation/index.html#body_14
https://www.kajima.co.jp/tech/c_ict/automation/index.html#body_02
https://www.kajima.co.jp/tech/c_ict/automation/index.html#body_02


（２）ドローン、AI、蓄電池、情報
Kプロ：ハイパワー長寿命二次電池の研究開発
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事業期間（予定）

事業規模など

 カーボンニュートラルを背景に、自動車をはじめとした様々なモビリティの電動化が求められている中で、重機、建機、船舶等の大

型モビリティへの搭載に適した、高入出力、長寿命、高安全等の特性を有する新たな蓄電池が求められている。

 本事業では、こうした特性をもつ蓄電池の技術開発に取り組み、大型モビリティ搭載を想定したパックの性能実証を実施すること

で、日本の蓄電池分野における技術的な優位性の維持・確保を図ることを目的とする。

株式会社東芝

実施体制

事業の目的・概要

2023年度～2027年度（5年間）

 事業規模  ： 18億円

 契約形態 ： 委託事業

事業イメージ （全体像）

主な研究開発内容

出典：株式会社東芝

 高入出力 ・長寿命 ・高安全化のためのリチウム

イオン電池用材料開発

 プロトタイプセルの開発及び試作検証

 重機・建機等への適用を想定した総所有コスト

(ＴＣＯ)低減シミュレーション

 二次電池パックの性能実証

重機・建機

大型トラック

EVバス
船舶既存LiB領域

EV
PHEV

HEV

UPS

寿命・安全性

急
速
充
電
・
ハ
イ
パ
ワ
ー

鉛蓄電池
数万回・10年～数千回・～10年

～
1
0
分

充
電

3
0
分
～

本事業

フォークリフト

車始動用



■特徴１：偽情報検知(メディアごとの情報分析)
文章／画像／映像／音声メディアの内容を分析し、その結果を根拠として利用

■特徴２：根拠／エンドースメント管理
インターネットの情報に対する様々な根拠をグラフ構造化して管理

■特徴３：総合真偽判定支援
大規模言語モデル(LLM)により
情報に紐づけられた根拠の
整合性や矛盾を分析し、
情報の真偽の判定を支援

■特徴４：偽情報影響度評価
偽情報の特徴を分析し、
拡散規模や社会的な影響度
を評価

（２）ドローン、AI、蓄電池、情報
Kプロ：偽情報の検知・評価・システム化に関する研究開発

事業期間（予定）

 今後も一層の拡大が懸念される偽情報に対して、安定的で自律的な経済活動を維持するための基盤を強化していく。

また、このような技術そのものに係る世界的ニーズが高まる中、技術獲得を新産業創出および国際競争力強化につなげ、

日本の不可欠性、優位性の向上を目指す。

 情報の真偽の判定に資する要素技術および偽情報に対する受け取り手の反応の評価に資する要素技術などの研究を行い、

ならびにそれらの技術をシステム化する技術を獲得するための研究を行うものである。

事業の目的・概要

2024年～2027年（4年間）

事業イメージ （全体像）

民需・官需向けユースケースと要件定義
偽情報検知(メディアごとの情報分析)
根拠／エンドースメント管理
偽情報影響度評価
総合真偽判定支援
オーケストレーション／システム化

主な研究開発内容

事業規模など □ 事業規模 ：60億円 □ 契約形態：委託事業
出典：富士通株式会社富士通研究所

様々な根拠の関係性を「根拠／エンドースメントグラフ」で統合し、これらの整合性や矛盾
を分析して真偽の判定を支援し、社会への影響度を評価する偽情報対策システムを構築

富士通株式会社、日本電気株式会社、
国立情報学研究所、慶應義塾大学、
東京科学大学、東京大学、会津大学、
名古屋工業大学、大阪大学

実施体制 ※太字：委託先

お問い合わせ先：kpro_disinformation@nedo.go.jp
18
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（３）バイオ
Kプロ：有事に備えた止血製剤製造技術の開発・実証
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（３）バイオ
Kプロ：有事に備えた止血製剤製造技術の開発・実証
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３．研究開発構想

（１） 経済安全保障重要技術育成プログラム（Kプロ）

（２） NEDO ロボットアクションプラン

（３） Innovation Outlookとフロンティア育成事業
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（１） 経済安全保障重要技術育成プログラム（Kプロ）の概要

公募要領
基本方針及び研究開発構想に基づき
公募の対象や要件、提案方法、契約・
交付に係る留意事項等を記載したもの

経済安全保障重要技術育成プログラムの
運用に係る基本的考え方について

事業における支援対象、成果を最大化
するための仕組み及び実施体制等に係る
方針を定めたもの

特定重要技術の研究開発の促進及びそ
の成果の適切な活用に関する基本方針

経済安全保障重要技術育成プロ
グラムの運用・評価指針

研究開発構想
（プロジェクト型/個別研究型）

各プロジェクトの 目標・研究開発項目・予
算規模・スケジュール等を記載した構想書

研究開発ビジョン（第一次）（第二次）

https://www8.cao.go.jp/cstp/anzen_anshin/kprogram.html
https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/index.html

⚫経済安全保障推進法の指定基金により実施する、経済安全保障重要技術育

成プログラム。

https://www8.cao.go.jp/cstp/anzen_anshin/kprogram.html
https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/index.html


経済安全保障法制に関する有識者会議 第８回 令和５年１１月８日開催 資料５ https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/keizai_anzen_hosyohousei/r5_dai8/siryou5.pdf
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（２）NEDO ロボットアクションプラン（2023.4.24発表）
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• 社会課題の解決につながるロボット活用を推進するための方向性を整理・検討。
• ニーズ起点で2030年目安に短期で求められる施策「社会実装加速に向けたアク
ションプラン」 と、2035年に向けて中長期でのインパクト創出を見据えた施策「次
世代技術基盤構築に向けたアクションプラン」の両輪を回すことが有効。

５つの技術領域



（続き）インフラ維持管理分野

• インフラ維持管理分野でのロボットの活用は、屋外、非定型。人手不足から省人化
が必要で、平時の点検でデータが蓄積され予防的に利用できることが特徴。消防
活動とニーズや実現のポイントが近いのではないか。

25
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（３） Innovation Outlook
フロンティア領域の特定に向けて

◼NEDOイノベーション戦略センターでは、新たなフロンティア領域を組織的に探索。
◼社会課題解決の視点（Mission）からのバックキャスト、および技術視点によるフォアキャ
ストの両面からアプローチすることによって、フロンティア領域を特定する。

◼フロンティア領域においては、社会課題解決に資する革新技術を軸に、既存技術も含め
た様々な要素技術（Technology）について、それら要素技術の比較、複数の要素技術の
パッケージ化、他技術分野からの要素技術の開拓を図る。

◼価値基準（Function）の設定が社会実装の確度を上げるために重要。

既存技術 既存技術 革新技術

新たなアイディア従来のアイディア

新しい価値

対象とする社会
課題の解決

従来の価値

革新技術

他の社会課題の
解決への波及

Misson

Function

Technology

加速

フロンティア領域

Innovation Outlook

イノベーション戦略

社会課題
起点での
アプローチ

技術起点での
アプローチ

革新性

日本の強み

民間での
リスク

将来性

経済
安全
保障

フロンティア領域
の特定



（３） Innovation Outlook
ロジックモデルからのフロンティア領域と研究課題の抽出例

具体的な手段（T）

基幹産業・技術の創成に
よる持続可能な社会

持続可能で自然
にやさしい社会

透明性・信頼性
の高い社会

多様性を認め合える
全員参加型社会

誰もが健康で食事に
困らない社会

誰もが潜在能力を発揮し
自己の理想を実現できる社会

環境と調和した持続可能な
エネルギー社会

快適で活力に満ちた社会

物質循環による
持続可能な社会

誰もが自由で安全に
活動ができる社会

誰もが無理なく
働き続けられる社会

強くてしなや
かな社会

目指す社会像

社会課題（M）

取り組むべき領域（F）

資源枯渇/資源循環

サーキュラーエコノ
ミー

健康/医療・

ヘルスケアエコノ
ミー

持続可能な食
料システムの
構築

廃棄物や気候変動問
題等の環境制約の解
消

食料安全保障の強
化

健康寿命の延伸

多様性・社会的包摂

自己理想の実現、
未開・限界への挑
戦

社会需要に即した開
発

食料の確
保

物質循環経
済

脱炭素・環境調和経済

基幹産業・技術の創成によ
る持続可能な社会の実現

労働人口減
少への対応

PVの更なる導
入

風力発電の洋上への展
開

海外からの
再エネの調
達

トランジション技術の
活用

自然や社会との
調和

低地用蓄電池の普
及

水素および水
素キャリアの
利用

エネルギー安全保
障のための貯蔵・
備蓄

エネルギー貯蔵シ
ステム導入のため
の施策

熱需要に対するCN

化
輸送機器のCN

化
CN化を促す制
度の導入・活用

エネルギーミックス
に対応した電力系統
の構築

IT技術の積極的活
用

地産地消の推
進

環境影響物質の排出削減、
代替物質開発、モニタリン
グ

製造プロセスの
エネルギー消費
削減

CO2除
去

就職者の確
保

環境負荷低
減

GHG削
減
エネルギー
等の国内調
達

DXの推
進

生産性向
上

食品ロス削
減

健康・栄養

食糧需要供
給管理・予測

予防医
療・健康
管理

障がいの克服・
高齢者の機能
回復

個人情報保護・

社会需要性向
上

個々人のや
りがい・意欲
向上

人の能力を向
上

設計・製
造期間
短縮

サプライチェーンでのデー
タ共有

完全無人運転

サプライチェー
ン、環境に親和
性高い材料・部
材への置換

エネルギー効
率の良い設備・
機器

セキュア(信頼・堅牢)

情報通信

自立可能(エネルギー・
食料など)なコンパクト
シティ

量子・電子制御に
より革新的な機
能を発現するマ
テリアル

高度な機能発現
を可能とするマ
テリアル

革新的なエネルギー
変換を可能とするマ
テリアル

マテリアルの高度
循環のための基盤
技術

大気中のCO2除
去
開発・生産プロセ
スの高度化

持続可能な
自然資本の
維持

環境負荷の
低減、環境
浄化

環境モニタリン
グによる状態可
視化

新しいモダリ
ティーによる
ヘルスケア

CNエネルギー

の十分な量の
確保

活動の脱炭素化

カーボンニュート
ラル

生物多様性/環境保全・
ネイチャーポジティブ

レジリエントな
社会・情報インフラ

CNエネルギー
の価値向上

エネルギー利用時の
CN化

スマートなエネル
ギーネットワーク
の構築

エネルギー脱
炭素化・強靱化

自然共生持続可
能/自律分散社会

資源需要と地政学的
なリスクの高まりに対
応するための資源安
定確保

カーボンリサイクル
(炭酸塩・コンクリー
ト分野)

変動再エネ最大活用の
ための中長期エネル
ギー貯蔵

資源循環
(ベースメタ
ル・

プラスチッ
ク)カーボンリサイク
ル(燃料・化学分
野)

自動化・省人
化・デジタル化

ヘルスフード
テック

社会インフラの
モニタリング・予測基盤

再生可能資源の
活用による
化石資源使用削減

生体、環境情報
の高度センシン
グ

省電力・高速・情報処理

地下未利用資
源の活用

極限機能を有す
るマテリアル

スマート農
業
森林資源循環利用
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（３）Innovation Outlook 
Ver 1.0におけるフロンティア領域

分野名 領域

サステナブル
エネルギー

• PVのさらなる導入
• 風力発電の洋上への展開
• 地下未利用資源の活用
• 海外からの再エネの調達
• トランジション技術の活用
• 変動再エネ最大活用のための中長期エネ

ルギー貯蔵
• 自然や社会との調和

環境・化学 • 環境影響物質の排出削減、代替物質開発、
モニタリング

• 製造プロセスのエネルギー消費削減
• CO2除去（ネガティブエミッション技術）
• 資源循環（ベースメタル・プラスチック）
• カーボンリサイクル(燃料・化学分野)
• カーボンリサイクル(炭酸塩・コンクリート

分野)

アグリ・フード
テック

• 【環境整備】就農者の確保、環境負荷低減、
GHG削減、エネルギー等の国内調達、森
林資源循環活用

• 【量の確保】DXの促進、生産性向上、食品
ロスの削減、スマート農業

• 【質の確保】ヘルスフードテック、健康・栄
養

分野名 領域

デジタル
イノベーション

• 省電力・高速情報処理
• 社会インフラのモニタリング・予測基盤
• 自動化・省人化・デジタル化

ナノテクノロ
ジー・材料

• 量子・電子制御により革新的な機能を発
現するマテリアル

• 極限機能を有するマテリアル（極限マテリ
アル）

• 高度な機能発現を可能とするマテリアル
• 革新的なエネルギー変換を可能とするマ

テリアル
• マテリアルの高度循環のための基盤技術

バイオエコノ
ミー

• 大気中のCO2の除去
• 再生可能資源の活用による化石資源使用

削減
• 開発・生産プロセスの高度化
• 持続可能な自然資本の維持
• 環境負荷の低減、環境浄化
• 環境モニタリングによる状態可視化
• 生物、環境情報の高度センシング
• 新しいモダリティーによるヘルスケア

※下線部はRFIで重点的に募集する領域



ニュースリリースや公募、イベント情報等、様々な最新情報を発信しています。

ぜひフォロー・ご登録をお願いします！

NEDO Channel

NEDO PR Channel

NEDO
（@nedo_info）

NEDO【英語版】
（@nedo_info_en）

スタートアップクラブ

NEDO
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